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私たちが運営するSMOUTについて

SMOUTは、地域の人（自治体、事業者、個人）などが地域に興味がある人を募集し、直接スカウ
トすることができる『スカウト型』マッチングサービスです。地域に興味がある人とのコミュニ
ケーションや地域のユーザープール（関係人口）を管理でき、継続的な繋がりを創出します
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コロナ前後の動向変化：登録者数

2020年5月以降から月間登録者数が激増
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コロナ前後の動向変化：年代比率の変化

30代～40代の新規登録者が増加
→リモートワーク推奨企業の増加や、家族単位で暮らしの見直しがはじまっている
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コロナ前後の動向変化：居住地域比率の変化

東京都在住の新規登録者が急増、首都圏在住が約5割
→外出自粛の影響を大きく受けた首都圏在住者の移住意識が高まっている
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コロナ前後の動向変化：移住意向アンケート（勤務スタイルの変化）

勤務スタイルが変更になった人が約半数

Q：新型コロナを機に勤務スタイルは変更になりましたか？

※ 2020年9月8日～9月13日、SMOUT調べ（対象：SMOUT登録ユーザー） 6



コロナ前後の動向変化：移住意向アンケート（勤務スタイルの傾向）

基本的にオフィス勤務が約40％、次いで基本的に在宅勤務が約27％
→オフィス＋在宅勤務のハイブリッドパターンよりも、出勤するか在宅か、の割合が大きい

Q：あなたの勤務スタイルを教えてください

※ 2020年9月8日～9月13日、SMOUT調べ（対象：SMOUT登録ユーザー） 7



コロナ前後の動向変化：移住意向アンケート（移住検討傾向）

約77％の人が、既に移住していたり、移住を検討、ワーケーションなどで現在とは別の拠点をも
つことを検討

Q：在宅勤務・テレワークが出来るようになったことなどを受け、引越や移住を考えていますか？

※ 2020年9月8日～9月13日、SMOUT調べ（対象：SMOUT登録ユーザー） 8



コロナ前後の動向変化：移住意向アンケート（移住後のこと）

約73％の人が移住後、現在の会社・団体を退職することも考えている
→引越や移住に伴い、働き方も柔軟に変えようと考えている傾向

Q：「引越や移住を考えている」と答えてくださった方に質問です。引越や移住した後も、現在の会社・団体に勤務しますか？

※ 2020年9月8日～9月13日、SMOUT調べ（対象：SMOUT登録ユーザー） 9



各自治体の取り組み

テレワーク、移住に関するプロジェクトが多くあがってきており、「興味あり」の獲得も多数
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企業側のテレワークに関する方向性や取り組み

テレワーク推奨企業も実行しながら、新しい働き方や社員との関係性を築きはじめている
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企業側のテレワークに関する方向性や取り組み

各企業の目的や推奨の度合はそれぞれであるが、地方移住テレワークへの実践は進んでいる

■企業としての目的
社員が新しい働き方へシフトすることで、サービス利用者や顧客への新しい提案につながることや、優秀人
材確保、社員の当事者意識を高めることを目的としている。オフィスや設備投資のコストメリットも可能性
はあるが、現段階は過渡期ということで明確なメリットとして確認はされていない

■地域でのテレワークを推奨しているか
積極的に地域でのテレワークを推奨してはいないが、働き方の１つの選択肢として社員の判断に委ねている。
どこで働くのかは会社が決めることではなく、社員や家族が決めることである、というスタンスが多数。企
業の役員陣が積極的に地方移住し体現していたり、会社として地方移住を後押しし引越費用などの金銭的サ
ポートをする企業もある

■地域でのテレワークの推奨距離など
勤務地から150～200㎞圏内や、片道通勤費6000円以内、を推奨としているケースが多い

■今後の課題
推奨距離の考えが影響しているのは、仕事のトラブル時など出社せねば解決できない問題があるかもしれな
い、という点。実践的に対応が進むことで、出社しなくとも解決できるソリューションが各社で開発されて
いくと思われる
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地域でのテレワーク、それぞれの思い

都市部生活者の内発的動機による行動に、地域と企業側が試行錯誤しながら向き合っている

都市部生活者

地域・自治体 企業

•通勤のために住んでいた東京から、
暮らしを変えたい（UIJﾀｰﾝ）
•親の介護、子供の教育についても
合わせて検討
•基本、会社側のスタンスに沿う
•自己実現だけでなく家族実現
•ネット通信環境は重要

•いざという時に出社できる距離
ならば地域でのテレワークは有
•会社が後押しや推奨とまではい
かないが、各種サポートはする
•実際に地域でのテレワークが事
業にどのような影響を与えるの
かはわからない

•自地域はテレワーク移住に適し
た地域なのだろうか
•150㎞-200㎞圏外は脈無しか？
•お試し居住や説明会など色々と
手を打ってみる
•また東京へ戻る人も一定量いる
だろう（例：東日本大震災）

圧倒的
内発的動機

冷静/着実 手探り
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今後の可能性（未来日記形式）

1. 2022年12月現在、企業は社員が地域でテレワークすることによる影響や利活用、事業効果が明らか
なったことで、テレワークを前提としたオペレーションは基本となってきた（テレワークの難しい
製造業やサービス業等は除く）。優秀な人材を日本国内の各地域や世界から採用し、距離や文化や
時差を越えて、リモートでプロジェクトを実行することがスタンダードとなっている。

2. 都市部生活者は、企業によるテレワーク移住のサポートや後押しにより、地域でテレワークをする
人が増加。社員の約15％～20％がテレワーク移住している。ただ移住するだけでなく、個人や家族
で地域の人や自然とのつながりをもち、兼業複業、お手伝いごとなどに関わることはよく見かける
光景。社員の企業への精神的依存度はか下がりフラットな関係となっている。都市部に働く拠点を
持つ生活者による定期的な都市部との行き来や、ひとりが複数地域とつながる関係人口の活発化に
より、都市部と地域の意識的な距離は縮まっている

3. 地域/自治体側は、テレワーク移住に必要なもの（ハード・ソフト）が明確となり、国の支援もあり
都市部と変わらぬ環境整備が整った。また地域と企業の連携のあり方は従前のサテライトオフィス
のような箱から作るものではなく、コワーキングオフィスを企業で契約するなどして、環境を整え
て社員の働く環境を作るといった形へ変化した。コワーキングスペースでの出会いがきっかけで地
域コミュニティに参加し、地域活動が活発化。地域内活動人口となっている。

企業側の事業効果の結果次第で地域でのテレワークは発展する、という構想
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